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はじめに 

 本市においては、近年の環境問題や健康志向の高まりなどから、経済的で地球環境の

負荷低減に効果が期待できる自転車の利用が全国的に見直されてきたこと、また、通勤

等における自動車依存度の高さ、自転車利用者による歩行者や自転車との接触事故、路

上駐輪や放置自転車等が社会問題となっていることなどを受け、市民に身近な乗り物で

ある自転車の利用環境を整備し、「歩行者の安全確保」、「自転車の交通事故の削減」、「環

境にやさしく、健康にも良い自転車利用の促進」を目的として、平成22年 3月に、「新

潟市自転車利用環境計画」を策定し、走行空間計画、駐輪計画、放置自転車対策、啓発

活動計画の4つの柱を中心に、各関係機関が連携して自転車利用環境の向上に取り組ん

できました。 

 その後、自転車への注目が高まる一方で、交通事故全体における自転車事故の割合が

増加していることから、平成24年 11月に、国土交通省と警察庁が、自転車走行空間

のネットワーク化や通行ルールの徹底などを進めるため、「安全で快適な自転車利用環境

創出ガイドライン」を策定するなど、自転車を取り巻く環境は大きく変化しました。 

 これらの背景を踏まえ、策定以来3年を経過した自転車利用環境計画の取り組みを検

証し、現在の自転車を取り巻く環境への対応や、本市において平成24年 12月に施行

した、「新潟市公共交通及び自転車で移動しやすく快適に歩けるまちづくり条例」との整

合を図りながら、施策の拡充、集約、重点化、評価指標の設定を行い、より実効性を高

めるため、計画を一部修正し改訂版を平成26年 3月に策定しました。 

 前回の改訂から3年が経過し、目標の達成状況や計画の進捗状況の評価を行い、最新

の自転車動向を踏まえ、継続的で実効性ある改善を図るため、計画を一部修正し改訂版

を策定しました。 

これに基づき、本市の自転車施策に取り組み、「歩行者、自転車、自動車が安全で安心

して共存できる道路空間の構築」の実現を目指していきます。 
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第1章 計画策定の趣旨 
（1）計画策定の背景と目的 

計画策定の背景
 近年の環境問題や健康意識の高まり、市民生活を取り巻く環境の変化を受け、経済的

で地球環境の負荷低減に効果が期待できる自転車の利用が見直されてきている。

 また、通勤等における自動車依存度の高さ、自転車利用者による歩行者や自転車との

接触事故、路上駐輪や放置自転車等が社会問題となってきている。

計画策定の目的 
市民に身近な乗り物である自転車の利用環境を整備し、

● 歩行者の安全確保

● 自転車の交通事故の削減

● 環境にやさしい、健康にも良い自転車利用の促進

を目的に、「新潟市自転車利用環境計画」を策定する。

地球温暖化防止京都会議

温室効果ガスの排出量を1990
年比の６％削減

地球温暖化対策推進大綱

○国民の努力(自転車利用の
促進）

道路審議会答申

「自動車利用から自転車利用
への転換を促進」

【昭和30年代】
・自転車は車道の左側通行を規程

【昭和40年代】
・交通量の増加により、交通事故の増加
・道路構造令、道路交通法の改正
（自転車歩行者道の誕生）

【昭和50年代】
・道路交通法の改正（自転車の歩道通行の規程）
・放置自転車の増大
・自転車の安全利用の促進及び自転車駐車場の整備に
関する法律（以下、「自転車法」という）の制定

【平成からの動き】
・自転車法の改正（自転車の安全性、駐車対策の総合
的推進等）

・道路構造令改正（自転車道の位置付けの明確化）
・道路上自転車・自動二輪車等駐車場設置のための法
改正・指針策定

・道路交通法の改正（普通自転車が歩道通行できる要
件を見直し）

環境意識 高  自転車 取 巻 環境 変化

H22.3 新潟市自転車利用環境計画 策定



第 1章 計画策定の趣旨 

2 

（2）計画修正の趣旨 
 本市においては、環境問題や健康志向の高まりなどから全国的に自転車の利用が見直

されてきたことを受け、平成 22年 3月に「新潟市自転車利用環境計画」を策定した。
 その後、自転車への注目が高まる一方で、自転車の危険運転による社会問題化、路側

帯の右側通行を禁止する道路交通法改正、国土交通省・警察庁によるガイドラインの策

定などの環境変化を踏まえるとともに、新潟市で平成 24 年 12 月に施行した「新潟市公
共交通及び自転車で移動しやすく快適に歩けるまちづくり条例」と整合を図りつつ、よ

り実効性を高めるための施策の重点化等を図るため、平成 26年 3月に計画の一部改訂を
行った。

前回の改訂から 3 年が経過し、目標の達成状況や計画の進捗状況の評価を行い、最新
の自転車動向を踏まえ、継続的で実効性ある改善を図るため、計画を一部修正した。

全国的な主な動向 新潟市・新潟県の主な動向 

H26.3 新潟市自転車利用環境計画（一部修正）

H30.3 新潟市自転車利用環境計画（一部修正）

中
間
評
価

H23.10 「良好な自転車交通秩序の実現
のための総合対策の推進について」（警察

庁）

H24.4 みんなにやさしい自転車環境 －

安全で快適な自転車利用環境の創出に向

けた提言―（安全で快適な自転車利用環境

の創出に向けた検討委員会）

H24.11 安全で快適な自転車利用環境創
出ガイドライン（ 国土交通省・警察庁）

H25.12 道路交通法の一部改正
（路側帯の通行方法、警察官による自転車

の検査等）

H24.12施行 新潟市公共交通及び自転車
で移動しやすく快適に歩けるまちづくり

条例（新潟市）

H25.4 施行 新潟市道路の構造の技術的
基準等に関する条例（新潟市）

H23.12 良好な自転車交通秩序の実現の
ための総合計画（新潟県警察）※毎年更新

H23.12 健康長寿社会を実現するスマー
トウエルネスシティ総合特区指定

H28.7 安全で快適な自転車利用環境創
出ガイドライン（ 国土交通省・警察庁）

H28.3「自転車ネットワーク計画策定の早
期進展」と「安全な自転車通行空間の早期

確保」に向けた提言（安全で快適な自転車

利用環境創出の促進に関する検討委員会）

H29.5 自転車活用推進法の施行

H22.3 新潟市自転車利用環境計画
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（3）自転車利用環境計画 位置付 
 新潟市の上位計画は、「にいがた未来ビジョン（新潟市総合計画）」があり、その考え

方にもとづき「新潟市都市計画基本方針（都市計画マスタープラン）」「にいがた交通戦

略プラン」「新潟市環境基本計画」「地球温暖化対策実行計画（地域推進版）－環境モデ

ル都市アクションプラン－」が作成されている。

 また、新潟市では、快適に移動できる環境の実現に向け「新潟市公共交通及び自転車

で移動しやすく快適に歩けるまちづくり条例」を制定し、健幸都市づくり（SWC：スマ
ートウエルネスシティ）を進めている。

 「新潟市自転車利用環境計画」は、「にいがた未来ビジョン」及び「健幸都市づくり」

を実現するための分野別計画であり、他の分野別既成計画と連携した計画として位置付

けられる。

 本計画は自転車利用環境計画に関してハード・ソフト施策を行うものであり、他の分

野と連携を図りながら計画の推進を図る。また、本計画の推進においては、分野間での

連携だけでなく、市民・事業者・行政の連携も必要であり、パートナーシップのもとで

取り組んでいく。

上位計画の考え方に基づき、分野別の規制計画と連携した計画 

にいがた未来ビジョン（新潟市総合計画） 

新潟市自転車利用環境計画

新潟市環境基本計画新潟市都市計画基本方
針（都市計画マスタープ

ラン）

地球温暖化対策実行計
画（地域推進版） 

－環境モデル都市アクショ
ンプラン－

    交通戦略
プラン

健
幸
都
市
づ
く
り
（
Ｓ
Ｗ
Ｃ
：
ス
マ
ー
ト
ウ
エ
ル
ネ
ス
シ
テ
ィ
）

「
生
涯
に
わ
た
り
、
健
や
か
で
幸
せ
に
（
健
幸
）
暮
ら
せ
る
ま
ち
」

新
潟
市
公
共
交
通
及
び
自
転
車
で
移
動
し
や
す
く

快
適
に
歩
け
る
ま
ち
づ
く
り
条
例
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（4）自転車利用環境計画 区域 計画期間

①自転車利用環境計画 区域
 自転車利用環境計画の計画区域は、新潟市全域を対象とする。

②自転車利用環境計画期間 
 自転車利用環境計画の計画期間は、平成 22年度から平成 31年度の 10ヵ年とする※1。

※1今後、計画の進捗状況を踏まえ、期間の変更を検討します。

図 1-1 計画区域 



第 1章 計画策定の趣旨 

5 

（5）自転車利用           
 自転車は、健康的で便利な乗り物として、通勤・通学や買い物、レジャーなどの様々

な目的に利用され、市民の日常生活にかかせない足として重要な役割を果たしている。

 このように自転車は気軽な乗り物である一方、都市部では大量の自転車が放置され、

歩行者や高齢者、障がい者等の通行を妨げ、まちの景観の悪化など様々な問題を引き起

こしている。また、自転車利用者のルールを無視した走行や歩行者・自転車の混在など

により、自転車での事故も生じている。

 このようなことから自転車利用には、メリット、デメリットがあり、メリットを最大

限に活かし、デメリットとなる部分を削減する方策を同時に行っていくことが求められ

る。

図 1-2 自転車利用     図
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表 1-1 自転車利用           
自転車利用のメリット 自転車利用のデメリット

利用者

（自家用車

から乗り換

えた場合）

①金銭の節約

②健康の増進及び重大病の回避

③手軽な交通手段の享受

④生活のゆとり、レクリエーション手段の

確保

⑤自動車交通事故の回避

⑥渋滞などストレスの解消

①事故の被害者、加害者になる可能性

②自転車盗難被害の可能性

③天候に左右される

公共交通

事業者

①公共交通利用者の集客数の拡大 ①公共交通利用者からの転換による乗降

客の減少の可能性

企業 ①社員の心身の健康増進による業務能率

の向上

②社員用の駐車場の土地及び管理費の節

約

③通勤手当費や健康保険費の削減

④環境にやさしい企業イメージの向上

①従業員が事故の被害者となる可能性

地域

・

自治体

①温室効果ガス（CO2）の削減

②公害（排気ガス、騒音等）の減少

③車の交通量の減少による渋滞緩和

④住宅地域への車が減少し交通事故件数

の減少

⑤渋滞緩和による道路整備費用の削減、公

害の減少など財政負担の削減、都市構造

の転換の可能性、中心市街地の活性化

①放置自転車による景観の悪化が懸念

②自転車交通事故の増加の可能性

③路上駐輪による歩行者の通行の阻害

参考文献：「自転車利用促進のためのソフト施策」古倉宗治著
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第2章 新潟市    自転車 取 巻 現状
（1）自転車利用 現状
新潟県 

● 自転車保有率は全国17位と都市部に匹敵する高さである。

新潟市 

● 自転車の交通機関分担率は約10%と全国平均と同程度の割合であるが、過度に自動車
に依存している。

● 自転車事故件数は減少傾向にあるが、死亡事故が発生している。

● 自転車事故の多くは交差点で発生しており、高齢者、中高生の事故が問題となってい

る。

● 市内の放置自転車撤去台数は減少傾向にあるが、大きくは減少していない。

● 新潟市の人口1人あたりのCO2排出量（運輸部門）は、政令市の中でワースト第2位。

①自転車保有率 
・新潟県の自転車保有率は全国 17位で

51.0％
・新潟県以外の自転車保有率 50％以上
の地域は鉄道の発達した大都市周辺

や気候が温暖な地域

北海道

青森県

岩手県

宮城県

秋田県

山形県

福島県

茨城県
栃木県群馬県

埼玉県

千葉県
東京都

神奈川県

新潟県
富山県

石川県

福井県

山梨県

長野県
岐阜県

静岡県愛知県

三重県

滋賀県
京都府

大阪府

兵庫県

奈良県

和歌山県

鳥取県
島根県

岡山県
広島県

山口県

徳島県
香川県

愛媛県

高知県

福岡県
佐賀県

長崎県

熊本県

大分県

宮崎県

鹿児島県

沖縄県

80%
70 80%
60 70%
50 60%
40 50%
30 40%

30%

図 2-1 自転車保有率
［出典］自転車統計要覧第 40版（H18.11)：(財)自転車産業振興協会

全国 17位 51.0%
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②交通手段分担率 
・新潟市の自転車分担率は積雪地域であるにも関わらず全国と同程度の割合となってお

り、自転車の利用が多い。

・新潟市における市民の移動手段の約 7割は自動車であり、過度な自動車依存は、環境
や健康への影響のほか、超高齢社会を見据えた場合に懸念がある。

・新潟市では、「超高齢・人口減少社会」に対応するため、日常的に歩くことで生活習慣

病や寝たきりを予防し、住む人が「健」やかで「幸」せに暮らせる「健幸都市づくり（ス

マートウエルネスシティ）」に取り組んでいる。

4.6

2.8

2.6

2.7

鉄道

3.3

2.6

2.8

3.1

バス

52.0

69.6

69.3

71.3

自動車

17.0

9.3

9.8

8.0

二輪車

23.1

15.7

15.4

14.9

徒歩

0% 20% 40% 60% 80% 100%

S63

H14

H23

H28

凡例

図 2-4 新潟市 交通手段分担率 推移
（交通行動全  対象）

図 2-5 将来推計人口 

［出典］S63:第 2回新潟都市圏パーソントリップ調査
H14:第 3回新潟都市圏パーソントリップ調査
H23、H28:新潟市内都市交通特性調査
※各調査  抽出率 調査対象範囲 異   

［出典］H22国勢調査結果基準

自転車 9.1%過度     依存

高齢化の進展

北区
4.6%

東区
10.3%中央区

18.4%
江南区
7.2%

秋葉区
5.4%南区

5.2%

西区
8.6%

西蒲区
5.3%

図 2-3 新潟市区別 自転車分担率図 2-2 全国 新潟県 新潟市 交通手段分担率 比較
(通勤 通学行動 対象) 

［出典］H22国勢調査 ［出典］H22国勢調査

図 2-6 スマートウエルネスシティイメージ図

24.5

5.8

7.6

鉄道

3.1

3.7

6.2

バス

46.5

72.0

63.9

自動車

3.0

0.7

0.8

バイク

11.6

7.4

9.9

自転車

7.1

6.9

7.5

徒歩

4.3

3.4

4.1

その他

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国

新潟県

新潟市

凡例

自転車 7.5%

10 10 9 8 

52 49 46 45 

19 21 23 23 

23 27 29 30 

0

10

20

30

40

0

20

40

60

80

100

120

2010年
（H22）

2015年
（H27）

2020年
（H32）

2025年
（H37）

高齢化率
（%）

人口
（万人）

14歳 15 64歳
65歳 高齢化率



第 2章 新潟市    自転車 取 巻 現状

9 

③自転車事故 
・自転車事故は減少傾向にあるが、平成 24年では、自転車が関与する交通事故が 564件
発生し、2名の方が亡くなられている。
・年代別では高齢者の割合が高く、人口 1万人あたりの死傷者数では中学生や高校生が
高くなっている。

0.3

6.5

5.0

11.5

5.8

3.9

8.9

12.3

9.4

4.7

14.7

17.0

0%10%20%
死傷者数の割合

0.3

5.3

8.8

14.5

5.8

3.7

3.4

4.1

3.6

3.2

5.1

6.1

0 10 20
人口1万人当たりの死傷者数

6歳未満 

6 12歳 
（小学生）
13 15 歳
（中学生）
16 19 歳
（高校生）
20 24 歳

25 29 歳

30 39 歳

40 49 歳

50 59 歳

60 64 歳

65 74 歳

75歳以上 

出会い頭
50%

右左折時
26%

  他車両
相互
14%

自転車単独
9.4%

対歩行者
1.3%

交差点
69.9%

単路
27.1%

踏切   他
3.0%

［出典］交通年鑑（新潟県警察本部）

図 2-7 新潟市 自転車 関  事故 推移

図 2-9 事故の発生場所

［出典］新潟県警察資料（H24 H28）

［出典］新潟県警察資料（H24 H28）

図 2-10 事故類型

［出典］事故：H24交通年鑑（新潟県警察本部）
      人口：住民基本台帳(H24.10) 

図 2-11 年齢別 事故発生状況

自転車事故 
近年減少傾向

交差点が約 7割

出会い頭が約 5割

高齢者が多い

中高生が多い

［出典］全国：警察庁 HP 
      新潟県：新潟県警察 HP 
     新潟市：交通年鑑（新潟県警察本部）

図 2-8 全事故 占  自転車事故 割合

1063

950 985
881 

742 
698 

640 
564 528 

383 387 
319 

0

200

400

600

800

1000

1200

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

発生件数 1063 950 985 881 742 698 640 564 528 383 387 319

負傷者数 1049 938 975 871 729 692 629 557 528 374 381 314

死者数 10 9 3 4 5 7 5 2 2 3 3 3

放
自
転
車
事
故
発
生
件
数

19.7 19.7
20.6

21.2 21.2 20.9 20.8
19.9

19.2 19.0
18.4 18.2

13.4 13.3

14.9 15.1 15.4
14.6

13.6
13.0 13.4

12.7

14.2
13.4

17.3 16.9

18.8

18.9

17.6

17.4

17.3
16.3

16.5

14.9

17.7

16.6

8%

10%

12%

14%

16%

18%

20%

22%

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

全
事
故
 
占
 
 
自
転
車
事
故
 
割
合

全国
新潟県
新潟市
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④放置自転車撤去台数 推移
・放置自転車撤去台数は減少傾向にあるが大きく減少していない。

⑤新潟市CO2排出量（運輸部門） 
・新潟市の人口 1人あたりの CO2排出量は、政令市の中でワーストの第 2位。
・自転車は、環境に優しい交通手段であり自転車利用への転換により、CO2排出量削減
が期待される。

145

66

20

0

0

0 100 200

自家用乗用車

バス

鉄道

自転車

徒歩

（g-CO2/人キロ）

1.99 

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

浜
松
市

新
潟
市

北
九
州
市

静
岡
市

岡
山
市

熊
本
市

仙
台
市

名
古
屋
市

広
島
市

神
戸
市

千
葉
市

福
岡
市

堺
市
札
幌
市

相
模
原
市

横
浜
市

さ
い
た
ま
市

京
都
市

大
阪
市

川
崎
市

（t-co2/人 年）

2,417 2,365 2,317 
2,992 2,686 2,456 2,387 2,231 1,895 1,643 

880 541 

6,287 
5,013 

6,082 4,443 
4,284 4,845 

3,331 3,477 
3,211 3,395 

3,779 
3,289 

8,704 

7,378 

8,399 

7,435 
6,970 

7,301 

5,718 5,708 
5,106 5,038 

4,659 

3,830 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

放
置
自
転
車
撤
去
台
数
（
台
）

年度

放置禁止区域外

放置禁止区域内

［出典］新潟市資料

［出典］新潟市地球温暖化対策実行計画（地域推進版）
       ― 環境モデル都市アクションプラン （H22推計値）

［出典］国土交通省輸送量    二酸化炭素 
      排出量（旅客）（2015年度）

図 2-12 放置自転車撤去台数 推移

図 2-13 政令指定都市一人当たり 
二酸化炭素排出量（運輸部門）

図 2-14 CO2排出量 比較

放置禁止区域内 放置     自転車 即日撤去   
放置禁止区域外 公共 場所      一定期間放置     自転車     撤去   
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⑥駐輪場利用状況及 路上駐輪 状況
● 新潟駅周辺、万代・古町地区には、駐輪場が整備されているが、目的地（集客施設等）

から離れるほど利用者が少ない状況にある。

● 放置禁止区域（新潟駅万代口周辺）にもかかわらず、広い範囲にわたって路上駐輪が

常態化しており、特に、放置禁止区域に隣接する万代地区周辺に路上駐輪が集中して

いる。

● 路上駐輪は買い物客の短時間利用と通勤・通学利用の長時間利用が混在している。

● JR各駅ともに駅周辺に無料の駐輪場が整備されており、駐輪場の容量が不足してい
る駅については、路上駐輪が見られる。また、各駅ともに駐輪場内に乗り捨て自転車

が見られる。

■路上駐輪台数調査結果 

・万代地区、古町地区ともに商業施設や商店街付近

で路上駐輪台数が多い。

図 2-15 万代地区路上調査結果

調査日：H21.7.25（土）
調査時間：16:30 17:30

図 2-16 古町地区路上調査結果

伊勢丹    万代等 
商業施設付近 路上駐車 集中

商店街付近では特に 
路上駐車 集中

商業施設
商店街

■駐輪場利用状況調査結果 

・中心地から離れた川端町自転車等駐車場

では、駐車割合が 6%と低い。

■JR駅別路上駐輪台数調査結果 

・白山駅では、駅前自転車等駐車場の

駐車割合が 135％と溢れており、周
辺への路上駐車が多い。

中心地 駐車割合 
平日：168%、休日 145% 

駐車割合 
平日：177%、休日 91% 

駐車割合 
平日：69%、休日 65% 

調査日
 平日：H21.7.14（火）
 休日：H21.7.25（土）
調査時間：16:30 17:30 
※駐輪割合=駐車台数/収容台数

駐車割合
平日：5%、休日：6% 

駐車割合：135%

図 2-17 古町地区駐輪場調査結果 図 2-18 白山駅路上駐輪調査結果
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（2）市民        自転車利用 状況

● 「買い物などの日常生活」での利用が約6割を占めている。
● 自転車を利用する一回当たりの距離は約7割の人が3km以内。
● 自転車を利用する人の約8割がヒヤリ体験をしている。
● 自転車ルールの認知度は高くなっているが、順守率は低い傾向となっている。

● 今後、自転車に関する取り組みでは、約5割の方が「自転車走行空間の整備」と回答
しており、次いで約3割の方が「マナー、ルールの啓発」を求めている。

①自転車 利用目的
・利用目的は、「買い物など

の日常生活」が約 6割と最
も多い。

②自転車 利用距離
・自転車を利用する一回あた

りの距離は、約 7割の人が
3km以内である。

・5㎞以上の各区をまたぐ長
距離利用もみられる。

③自転車    体験
・自転車で何らかのヒヤリ体

験をした人は、約 8割と多
い。

36.1

7.7

48.3

33.2

8.3

20.2

0% 20% 40% 60% 80%

歩道上 歩行者 多 通行     
ぶつかりそうになった（ぶつかった）
歩道上 通行中   待 客    

りそうになった（ぶつかった）
歩道上 自動車 脇道  飛 出
し、ぶつかりそうになった（ぶつかった）
車道 走行中 自動車       

になった（ぶつかった）

その他

事故やヒヤリとした経験はない

Q.自転車 利用     事故       経験            (N=1101複数回答)

0%

20%

40%

60%

80%

100%

0

100

200

300

400

0.1
0.9km

1.0
1.9km

2.0
2.9km

3.0
3.9km

4.0
4.9km

5.0
9.9km

10.0
19.9km

20.0
49.9km

50.0
99.9km

100.0km
以上

Q.    自転車 利用  一回当   距離          (N=821)

18.7 5.42.5 59.8 10.2 3.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

通勤 通学 仕事 買い物などの日常生活 趣味 その他

Q.    自転車 利用  主 目的 何    (N=1101)

図 2-19 自転車 利用目的

図 2-20 自転車 利用距離

図 2-21 自転車    体験

［出典］H21市民     

［出典］H21市民     

［出典］H21市民     

約6割

約7割の人が
3km以内の 
利用

5km 10kmの
長距離利用 

約 8割 
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④路上駐輪 経験 選  理由
・路上駐輪は、約 6割の方が経験しており、路上駐輪場所を選んだ理由は、約６割の方
が「既に放置された自転車があるから」と回答している。

⑤自転車利用   
・全体的に自転車ルールの認知度は高くなっているが、実行度が低い傾向となっている。

・ルールを守れない理由としては「ルールを知らなかったから」が最も多く、次いで「自

転車が通る場所がないから」となっている。

ある
59.5

ない
40.5

Q.駅周辺及 商店街 自転車 歩道上 駐輪  
経験がありますか。(N=1101)

62.3

44.6

5.6

3.4

5.5

14.2

0% 20% 40% 60% 80%

既 駐輪   自転車     

邪魔にならないから

撤去されにくいから

目立     

苦情を言う人がいないから

その他

Q.駅周辺及 商店街 自転車 歩道上 駐輪  経験   方  伺  
ます。 (N=655複数回答)

図 2-22 路上駐輪 経験 図 2-23 路上駐輪 理由

図 2-24 自転車    認知度 実行度

［出典］H21市民     ［出典］H21市民     

［出典］H24新潟市中央区白山・関屋地区
      高校生アンケート調査（新潟国道事務所） 

約6割

約6割

図 2-25 自転車    守   理由 ［出典］H24新潟市中央区白山・関屋地区
      高校生アンケート調査（新潟国道事務所） 

①自転車  車道 原則 
歩道 例外

②車道 左側 通行
③歩道 通行       歩道通
行可 示 標識等   場合   
④歩道 歩行者優先  
車道寄  徐行
⑤二人乗りは禁止

⑥並進は禁止

⑦夜間はライトを点灯

⑧交差点での一時停止と安全確認

⑨携帯電話の使用禁止・
傘さし運転などの禁止
⑩イヤホン等の使用禁止

87.5

82.9

34.1

76.4

97.2

83.8

98.7

93.5

97.6

96.8

0%50%100%
認知度

56.4

61.6

50.2

69.8

88.9

65.7

91.7

74.0

83.9

84.6

0% 50% 100%
実行度

42.4

35.8

17.9

12.4

8.9

11.3

0% 10% 20% 30% 40% 50%Q.    守   理由 何   ？ (N=957複数回答)

ルールを知らなかったから

自転車 自動車等 比較     違反    事故 起  可能性 低   

ルールを守らなくても取締りを受けることはないから

自転車 通 場所     

他の人もルールを守っていないから

その他
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⑥今後 自転車 取 組 
・今後の取り組みでは、「自転車走行空間の整備」が約 5割と最も多く、次いで約 3割の
方が「マナー、ルールの啓発」を求めている。

45.8 15.0 10.4 27.1 1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自転車走行空間 整備（例：自転車道 整備 自転車走行    整備  ） 駐輪場 整備（例：駅周辺 駐輪場整備 商店街  駐輪場整備  ）
放置自転車対策（例：放置禁止区域 指定           共同利用  ） 自転車利用        啓発（例：交通安全教室 実施     掲示  ）
その他

Q.今後自転車 関  取 組  行 場合      取 組  最 重要  思     (N=1500)

図 2-26 今後 自転車 取 組 ［出典］H21市民     

約5割 
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第3章 新潟市のこれまでの取り組みと課題 

 新潟市のこれまでの取り組みの進捗状況を関係機関と検証し、課題を踏まえ、施策メ

ニューに反映させた。

表 3-1 自転車 関連  取 組 実施状況 

4 つの柱 施策メニュー 実施状況 

はしる 
 走行空間計画 

①      路線 自転車走行空間 確保 実施中 

②      路線以外 新築 改築路線 自転車走行空間 確保 実施中

とめる 
 駐輪計画 

①既存駐輪場  誘導 実施中

②新潟駅周辺 駐輪場整備 実施中
③鉄道駅周辺 駐輪場整備（新潟駅以外） 実施中
④     駐輪場整備 実施中
⑤上記以外   停付近 駐輪場整備 実施中

しくみ 
 放置自転車対策 

①放置禁止区域の拡大 検討中 

②撤去の強化 実施中 
③放置禁止区域    駐輪場 有料化 未実施 
④ 自転車等駐車場 附置義務等 関  条例 改正  未実施
⑤自転車等放置防止条例 改正 未実施
⑥撤去自転車       推進 実施中 
⑦自転車       推進 未実施 

まもる 
 啓発活動計画 

①注意喚起看板等の設置 実施中

②交通安全教室の開催 実施中
③街頭での直接指導 実施中
④自転車通勤 推進 実施中
⑤レンタサイクル 実施中
⑥チラシや HP 等による情報発信 実施中
⑦自転車    作成 配布 実施中
⑧サイクルイベントの開催 実施中

H29.3 現在
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（1）走行空間計画 取 組 状況 課題

①      路線 自転車走行空間 確保 ⇒ 64.3km（H29末） 

評価 

＜アウトプット指標（活動指標）の達成状況＞
 H29 年度末 自転車走行空間 整備延長 64.3km となり、目標の 48km を達成 〇
 自転車走行空間の整備は、H24年度以前は路肩が狭く整備が困難な箇所の整備方法が確立
していなかったことから、路肩の幅が広い路線への整備または路肩を拡げる等の道路改良を

行ってきたが、H25年度に「新潟市自転車走行空間整備ガイドライン」を策定し、整備指針
を示したことや車道の左側通行を啓発する路面表示の設置を基本としたことにより、目標以

上に延長が延伸した。

課題 

○ネットワーク路線を結ぶ主要施設の変化や自転車利用のニーズの変化、要望等を踏まえた

ネットワーク路線の見直しが必要。

○整備済み路線のうち、自転車と歩行者が錯綜する危険のある自転車歩行者道活用区間が約

3割ある。
○市の財政状況が厳しいことや道路の維持管理費の増大などにより、整備費の確保が難しく

なっている。

②      路線以外 新築 改築路線 自転車走行空間 確保
 ⇒ 8.9km（H29末） 

評価 

 ネットワーク路線以外も、自転車

需要が高い路線は自転車走行空間の

整備を行い、ネットワークを補間す

る路線の整備を行うことができた。

課題 

○「自転車の走行空間整備を検討す

る路線」の基準が一部古いため、

見直しが必要。

○市の財政状況が厳しいことや道路

の維持管理費の増大などにより、

整備費の確保が難しくなってい

る。

中央区

北越高

新潟南高

新潟駅
      路線
      路線以外

6.4km
【13%】

64.3km
【143%】

0
20
40
60
80
100
120
140
160

計画改訂時（H24） 現況（H29）

（km） 自転車道, 
0.7km, 
1%

自転車専
用通行帯, 
0.4km, 
1%

車道混在, 
42.0km, 
65%

自転車歩
行者道活
用, 

21.2km, 
33%

図 3-1 自転車走行空間整備状況 図 3-2 整備形態別の割合

最終目標 154km 

H29 目標 48km（31%） 

※【 】は H29目標 対  達成率

高校前 路線 自転車交
通量 多         接
続  路線   整備
→      路線 追加

図 3-3       路線以外 整備事例
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（2）駐輪計画 取 組 状況 課題

①既存駐輪場  誘導 ⇒ 駐輪場 整備 併 駐輪場  案内看板等 設置

評価 

〇万代地区：ガルベストン通の対策により、路上駐輪台数が減少（最大 140台→0台）した
が、誘導先の弁天仮設駐輪場で収容台数を大幅に超える駐輪が発生。

〇古町地区：駐輪場の沿線にある上古町、東堀通は駐輪場への誘導が図られ、路上駐輪台数

が減少。一方、古町通 6、7番町は、駐輪場までの距離があり、適切な誘導が出来ていない。
〇新潟駅南口地区：対策により仮設第 2駐輪場付近の路上駐輪台数は減少しているものの、
依然として溢れている状態となっている。（収容台数 314台に対し、駐車場内 425台+路
上 194台（H29.5調査時））

課題 

〇万代地区は、弁天仮設駐輪場が溢れている状態であるため、当該駐輪場を利用している人

が多い周辺の学校や企業へ空いている民間駐輪場への誘導を行う必要がある。

〇古町・駅南地区は、案内看板だけではなく、空いている駐輪場へ誘導するための効果的な

方法を検討する必要がある。

〇万代地区：路上駐輪台数の多いガルベストン通は、ロープ設置により物理的に放置自転車を抑

制し、看板等により駐輪場に誘導

〇古町地区：駐輪場の整備に併せ駐輪場への案内看板等を設置

〇新潟駅南口地区：駐輪が溢れている仮設第 2駐輪場について近辺の駐輪場への動線確保、看板
等により他駐輪場へ誘導

対策前（ H27）最大 140 台 対策後（H27 末）0 台 
（      物理的       形 ）

誘導看板を設置

上古町（H27.9） 古町通 7番町（H29.3） 西堀通 7番町（H29.3）
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②新潟駅周辺 駐輪場整備 ⇒ 空き空間活用や工夫により収容台数を確保、 
         H34 新潟駅高架化以降 整備 向  地元 関係機関 意見交換会 実施中

評価 〇地区全体の駐輪台数に対し収容台数は足りているが、利便性の良い仮設第 2駐輪場では溢
れている状態となっている。（698台→619台、収容台数 314台）

課題 
〇仮設第 2駐輪場に利用が集中しており、駐輪場内におさまらない自転車が歩道等へはみだ
し、歩行者の支障となっている。

〇自転車が散乱しており、政令市にいがたの玄関口として景観上好ましくない。

③鉄道駅周辺 駐輪場整備（新潟駅以外）

評価 
〇越後石山駅、大形駅の駐輪場の整備により、収容台数が増加し、乱雑な路上駐輪や歩行者

の歩きやすさが改善。

〇白山駅では、駅前広場の整備により放置自転車が減少。

課題 
〇駅周辺は、用地制約などにより新たな駐輪場整備が難しい。

〇新潟大学前では、放置自転車が依然として多く、収容台数の減少や乱雑な駐輪を招いてい

る。

対策前の動線
対策後の動線

約100m 約 40m

駐輪場  連絡通路
   距離 短縮

仮設第 2駐輪場付近 空 空間 活用
（170 台分を確保） 

仮設第 2 駐輪場周辺 路上駐輪
（約 300 台） 

写真②

写真① 写真②

図 3-4 仮設第３自転車等駐車場 動線 見直 

247

25

287

120 

66 

184

47

110

53

49

0 200 400

新潟大学前駅

関屋駅

白山駅

越後石山駅

大形駅

（台）

H21

H29

放置自転車 依然   多  収容台数
 減少 乱雑 駐輪 招     

収容台数（+518 台） 
650 台→1,168 台 

収容台数（+82 台） 
484 台→566 台 

図 3-5 放置自転車撤去台数 変化
H21調査時の状況 H29 整備後の状況

図 3-6 越後石山駅駐輪場 整備前後 状況

駐輪場整備前  路上 駐輪
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④     駐輪場整備
④-1 古町地区 

評価 

＜アウトプット指標（活動指標）の達成状況＞
 H29 年度末 駐輪場収容台数 1,546 台となり、目標の 1,350 台を達成 〇
 道路上や空地を活用した市営駐輪場の整備を行うことにより、目標以上の駐輪台数を確保

した。

課題 

〇駐輪台数を満足する収容台数を確保したが、放置自転車は 715台と依然多く、駐輪場が有
効活用されていない。

〇最終目標 2,000台の達成に向け、新たな駐輪場整備の検討や民間との協力により空いてい
る市営・民間駐輪場への誘導が必要である。

④-2 万代地区 

評価 

＜アウトプット指標（活動指標）の達成状況＞
 H29 年度末 駐輪場収容台数 951 台となり、目標の 600 台を達成 〇
 歩道の一部を路上駐輪場にするなど市営駐輪場の整備を行った他、民間と協力し、民間駐

輪場を活用することにより、目標以上の駐輪台数を確保した。

課題 〇最終目標 1,000台の達成に向け、新たな駐輪場整備の検討や民間との協力により空いてい
る民間駐輪場への誘導が必要。

324台
【24%】

811台
【60%】

1,546台
【115%】

0

500

1,000

1,500

2,000

H21 H25 H29

（台）

図 3-7 駐輪場収容台数（古町地区）

最終目標 2,000 台 

H29 目標 1,350 台（68%） 

※【 】は H29目標 対  達成率

244 
794 

1,617 715 

1,861 

1,509 

0

500

1,000

1,500

2,000

計画策定時
（H21）

現況
（H29）

（台） 市営駐輪台数 放置自転車

図 3-8 駐輪需要 供給量（古町地区）

収容台数 
324 台 

収容台数 
1,546台 

313台
【52%】

313台
【52%】

951台
【159%】

0

200

400

600

800

1,000

H21 H25 H29

（台）

図 3-9 駐輪場収容台数（万代地区）

最終目標 1,000 台 

H29 目標 600 台（60%） 

※【 】は H29目標 対  達成率

296 
566 

275 
554 

33 
850 874

0

200

400

600

800

1,000

計画策定時
（H21）

現況
（H29）

（台） 市営駐輪台数 民間駐輪台数 放置自転車

図 3-10 駐輪需要 供給量（万代地区）

収容台数 
313 台 

収容台数 
951 台 
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⑤  停付近 駐輪場整備

評価  鉄道駅がなく、バスが主な交通手段となっている西区、南区の国道 8号線沿いでは、バス
停付近への駐輪場整備が進捗し、バス利用者も増加傾向。

課題 〇西区、南区の国道 8号線沿いでは駐輪場のないバス停がまだあるため、早急に整備が必要。

図 3-11   停駐輪場 収容台数 図 3-12 JR駅のない国道8号沿線   停 乗車
人員の変化（対象 27   停 月平均利用者数 合計）

822 

1,031 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

H21 H29

（台）

33,159 
39,823 

42,994 

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

H27 H28 H29

（人）
209 台増加

+6,664 
+3,171 
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（3）放置自転車対策 取 組 状況 課題

①放置禁止区域の拡大 ⇒ 各地区で地元 関係機関 意見交換会 実施中 

評価  古町・万代・新潟駅南口地区において、放置禁止区域の拡大に向け地元や関係機関と意見
交換会を実施しているが、放置禁止区域の拡大には至っていない。

課題 

〇新潟駅南口地区：路上駐輪の多い箇所が限定的（仮設第 2駐輪場付近のみ）であるため、
短期対策の実施による効果を検証した上で、放置禁止区域の拡大是非の検討が必要。

〇古町地区：地元商店街の要望により、商店への買い物客が減少しないよう通勤・通学者を

対象とした放置禁止区域の拡大について検討が必要。

〇万代地区：弁天仮設駐輪場において、収容台数を大幅に超える駐輪台数があるため、この

問題を解決し、受け皿を確保した上で、放置禁止区域の拡大を検討する必要がある。

地区名 進捗状況 
新潟駅万代口地区 放置禁止区域内 放置自転車 大幅 減少       現在拡大 検討      

新潟駅南口地区 
H34  新潟駅高架化以降  高架下     活用  駐輪場整備 検討      
歩道上  放置自転車 多      他駐輪場  誘導   放置自転車対策 併 
 放置禁止区域 拡大     検討 行     

万代地区 
放置自転車 大幅 減少       地区全体     一部区域  拡大可否  
  検討 行     

古町地区 
放置禁止区域について賛否が分かれており、地区全体での拡大が困難であることから、一
部区域  拡大可否    検討 行     

②撤去の強化 ⇒ 放置禁止区域内の撤去を強化 

評価 
〇放置禁止区域内：撤去の強化により駐輪禁止区域であることが周知され、撤去台数が大幅

に減少（H21：2,686台→H28：541台）
〇放置禁止区域外：H21当時よりも撤去台数が減少しているが、近年はほぼ横ばい傾向。

課題 

〇放置禁止区域内：撤去作業を毎日行っているが、市の財政状況が厳しく撤去にあたる人件

費の確保が難しくなっているため、撤去回数の見直しが必要。

〇放置禁止区域外：依然として放置自転車が多く、特に駐輪場における長期の放置自転車が

多いため、それに対する対策が必要。

2,686 2,456 2,387 2,231 1,895 1,643 880 541 

4,284 4,845 
3,331 3,477 

3,211 3,395 
3,779 

3,289 

6,970 7,301 

5,718 5,708 
5,106 5,038 4,659 

3,830 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

（台） 放置禁止区域内 放置禁止区域外

図 3-13 撤去台数の推移

撤去台数が減少

図 3-2 各地区の放置禁止区域の検討状況
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③放置禁止区域    駐輪場 有料化 ⇒ 未実施 

評価  放置禁止区域の拡大に併せて有料化を検討することとしているが、他地区では放置禁止区
域の拡大に至っていないため、新たな駐輪場の有料化は実施できていない。

課題 〇石宮公園地下駐輪場は、利用者数は増加傾向であるものの、利用率が低く、マイナス収支
が続いていることから、駐輪場の有料化による是非について、検討を行う必要がある。

利
用 
率

定期 51.9% 53.0% 52.9% 50.6% 51.3% 49.9%

一時利用 4.5% 4.5% 4.6% 4.8% 5.5% 5.1%

④ 自転車等駐車場 附置義務等 関  条例 改正  ⇒ 未実施 

評価  附置義務駐輪場について、設置する側の企業等から条例改正の要望がなかったことから改
正は検討していない。

課題 

〇小売店舗、物品を賃貸する事業所及び飲食店については、附置義務の駐輪場整備箇所が増

えてきたことから、これまでの附置義務の駐輪場を設置した箇所において、利用実態に即

しているかの検証が必要

〇他施設については、実績がほとんどなく、分析が困難。

施設の用途 設置件数 収容台数 
小売店舗、物品（映画、音楽等の複製物に限る。）を賃貸する事業所及び飲食店 13 2,165 
銀行  他 金融機関 - - 
遊技場その他これに類する施設 - - 
専修学校その他これに類する施設 1 40 
その他（混合施設） 2 268 

計 16 2,473 

  利用料 

定期一般 2,000円/月 

定期学生 1,000円/月 

一時利用 100 円/回

利用料 
収入 

維持 
管理費 

H26 8,106千円
16,446 
千円 

H27 8,474千円
H28 8,150千円

図 3-3 附置義務駐輪場 設置台数

691 753 643 572 600 595 
5,336 5,394 5,496 5,301 5,357 5,201 

15,864 15,838 16,080 16,824 19,420 17,896 

21,891 21,985 22,219 22,697 
25,377 

23,692 

0

10,000

20,000

30,000

H23 H24 H25 H26 H27 H28

（台） 定期一般 定期学生 一時利用

図 3-14 石宮公園地下駐輪場の利用者数 推移

＜利用料金＞

＜収支状況＞
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⑤自転車等放置防止条例 改正 ⇒ 未実施 

評価  放置禁止区域において撤去活動を強化したことで、放置自転車が減少したため、保管スペ
ースに余裕ができ、条例改正の必要が低くなっている。

課題 〇6ヶ月の保管期間により自転車の劣化が進行し、リサイクル可能な自転車が減少

⑥撤去自転車       推進
評価  処分自転車の有価化を導入したことで、処分費の削減につながった。

課題 
〇安価な自転車が普及し、リサイクル可能な自転車が減少。

〇鉄くず価格の変動により、鉄くず費と運搬費・廃タイヤ処分費のつりあいが取れなくなる

こともあり、安定して有価化することができない。

⑦自転車       推進 ⇒ 未実施 

評価  シェアリング用サイクルポートのスペースや整備費用の確保、自転車の整備・点検費用の
確保などの課題があり、シェアリングの提案までは至らなかった。

課題 
〇シェアリング用サイクルポートのスペースや整備費用の確保、自転車の整備・点検費用の

確保

〇自転車シェアリングに対する大学や企業の認知不足

46 25
89 58

21 12 11 2

45
50

0
25

35 35 42
11

137

89 57 72
81 73
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0
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100
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（台） 公用車 レンタサイクル 一般販売

図 3-16 再生自転車台数 図 3-17 再生自転車台数
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図 3-15 保管所 収容台数 放置自転車撤去台

保管所の収容台数 6,540 台 
  うち、放置禁止区域内 1,085 台 
  放置禁止区域外 5,455台 
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（4）啓発活動計画の取り組みと課題 

①注意喚起看板等の設置 
評価  注意喚起看板等の設置により、自転車事故の防止につながっている。

課題 〇設置箇所は、自転車と歩行者の錯綜がある自転車歩行者専用道がほとんどであり、自転車
と自動車の事故が多発している箇所への設置が少ない。

②交通安全教室の開催 

評価  交通安全教室は毎年継続的に実施しており、H24に比べてH28は実施回数が増加してい
る。

課題 〇歩道通行が認められている小学生に対する交通安全教室の実施率は高いが、自転車利用が
多く車道通行が原則となる中学生以上に対する交通安全教室の実施率が依然として低い。

自転車歩行者 専用道      歩行者優先      啓発     路
面表示、看板を設置（西区） 

中学校付近 自転車通学路 速度 超
過  自動車 多      啓発看板 
設置（西蒲区） 

76%
94%

84% 87% 91%

96% 100% 97% 95% 96%

22% 29% 29% 31%
40%

0%

20%

40%
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80%
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120%

H24 H25 H26 H27 H28

幼稚園・保育園 小学校 中学校

図 3-18 交通安全教室の実施施設率 推移 図 3-19 H28 年度 交通安全教室の実施状況
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計（811 回 48,210 人）
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③街頭での直接指導 

評価 

＜アウトプット指標（活動指標）の達成状況＞
 H29 年 街頭  直接指導回数 8 路線    目標 8 路線 達成 〇
〇自転車走行空間整備済み路線における現地の啓発活動により、車道左側通行の順守率向上

につながった。

〇無灯火走行や鍵かけ等の啓発活動により、自転車マナーやルールの周知につながった。

課題 〇チラシを配布する際は、自転車走行中の人を呼び止めるため、警察の協力が不可欠である
他、人手が必要。

④自転車通勤 推進
評価  自転車通勤促進の取り組みを実施しているが、参加者は限定的であり、効果が少ない。

課題 〇新潟市は天候不良が多い、企業に駐輪場がなく自転車通勤を禁止している、自転車通勤の
際の事故の責任がとれない、などから、自転車通勤の促進が図られていない。

図 3-22 エコモビ推進運動（H28 ） 図 3-23 にいがたエコ通勤チャレンジサイト（H24 ）
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図 3-20 街頭での直接指導実施路線数 
（走り方の啓発） 
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14
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図 3-21 年度別 該当での指導回数 
（無灯火や鍵かけの啓発含む）
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⑤レンタサイクル 

評価 〇全体の利用回数は増加（H25の 1.17倍）
〇観光客へ手軽な交通手段を提供している

課題 

〇「営業開始時間が午前 9時または 9時半」、「時間貸し」、「貸出所への返却が必要」で
あることから、通勤・通学には適していない

〇リサイクル自転車をレンタル用自転車として活用している事業があり、リサイクル可能な

自転車が減少しているため、レンタル用自転車の確保が難しくなっている

⑥チラシや HP 等による情報発信 

評価  各媒体での情報発信の他、自転車購入店でのチラシ配布等により、自転車ルールの周知が
図られ、自転車事故の削減や通行区分順守率の向上につながった。

課題 〇広報誌やマスコミ等への情報発信については回数が少ない
〇ドライバーに対して自転車利用に関するルールの周知が不足している

区 事業名 規模 料金 開始 

中央区 レンタサイクル推進事業 20 箇所 
192 台 有料 H14 

中央区 スマートクルーズ 9 箇所 
29 台 有料 H20 

北区 地域活性化事業 10 台 無料 H20 
西区 歩  見   ！西区 宝     事業 16 台 無料 H21 
江南区 江南区まちなか回遊レンタサイクル 20 台 無料 H22 
秋葉区 自転車貸出 業務 5 台 無料 H22 
西蒲区 岩室観光施設レンタサイクル 30 台 有料 H22 
秋葉区 新津鉄道資料館            事業 30 台 無料 H25 
南区 南区レンタサイクル 10 台 無料 H26 

25,945 
30,316 

0
5,000
10,000
15,000
20,000
25,000
30,000
35,000

H25 H28

（回）
表 3-4 レンタサイクル実施状況

1.17 倍

図 3-24 利用回数 変化
 ※比較可能な 7事業で比較

H29自転車適正利用   駐輪場利用案内 路上駐輪啓発   （中央区）

新潟市自転車NAVI（Twitter）新潟市       自転車 交通安全 潟ちゃり通信
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⑦自転車    作成 配布

評価  自転車団体及び市民と協働し作成することで、より実感に近いものが作成できるとともに、
自転車への関心を高めることができた。

課題 〇中央区、東区、江南区、南区の 4区のみであり、他 4区については作成していない
〇自転車走行空間の整備により、一部推奨ルート等の更新が必要となっている

⑧サイクルイベントの開催 

評価  新潟シティライドや新潟ヒルクライムは、参加者数が増加傾向にあり、新潟シティライド
はH29よりコースの種類を追加するなど、取り組みの拡充を図ることができた。

課題 〇シンポジウム、マナーコンクールは開催できていない。

498 595 662 707 710
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800

H25 H26 H27 H28 H29

（人）

図 3-25 新潟シティライド参加人数 図 3-26 新潟ヒルクライム参加人数
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（5）全体の取り組みと課題 

①自転車分担率 
・自転車分担率の中間目標は、計画策定時の

9.1%を上回ることとしていたが、現況は
7.5%に下がっており、目標達成には至らな
かった。

・一方、自動車の分担率は増加しており、過

度な自動車依存からの脱却が大きな課題と

なっている。

②自転車事故件数 
・自転車事故件数の中間目標は、計画策定時

の 564件を下回ることとしていたが、現況
は 319件と下がっており、目標を達成した。
・ただし、自転車事故、全事故とも同様な減

少率となっており、自転車による取り組み

による事故削減効果は大きくないものと考

えられる。

③通行区分順守率 
・通行区分順守率（車道の左側を通行してい

る割合）の中間目標は 30%としていたが、
現況は 44%と上回っており、目標を達成し
た。

・自転車通行空間の整備により、自転車の通

行ルールを周知することができた。

④路上駐輪台数 
・古町地区の路上駐輪台数は大幅に減少した

ものの、利用率の低い駐輪場もあり、中間

目標 600台に対し、現況は 794台と目標達
成には至らなかった。

・万代地区の路上駐輪台数は、民間駐輪場の

確保もあり、中間目標 300台に対し、現況
は 33台で目標を達成した。
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図 3-27 交通手段分担率 変化

図 3-28 事故件数の変化

※代表 8路線 平均値

図 3-29 通行区分順守率 変化
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⑤市政世論調査 
・自転車に関する取り組みの満足度は、計画改訂時の H25と比べるとすべての取り組み
で増加している。

・しかし、「はしる」「とめる」については、微増となっており、更なる満足度向上が必

要である。

・また、市内を自転車で移動する際の交通手段としての満足度、歩行空間の安全性に対

する満足度も計画策定時の H25と比べ増加しているものの、微増となっている。
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図 3-31 自転車 関  取 組  満足度

図 3-32 自転車 歩行空間 満足度
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第4章 課題を踏まえた対応 
（1）課題を踏まえた対応 
 課題等を踏まえ、自転車の利用環境整備と併せ、全ての道路利用者に自転車の交通ル

ールを徹底させるなど、ハード、ソフトの両面から取り組みを進める。

 また、さらなる自転車利用環境向上に向けて、新たな考え方や施策の拡充を行い、関

係者と連携して取り組みを進める。

＜全体の取り組みと課題＞ 
○自転車 分担率 減少（過度 自動車依存） 
○自転車事故 減        依然として事故が多い 
○古町地区  依然   路上 放置自転車 多 
○市政世論調査              前回  微増  更  満足度向上 必要

課  題 対  応 

はしる 
走行 
空間 
計画 

○      路線 結 主要施設 変化 自
転車利用     変化

○整備済 路線    自転車歩行者道 活
用区間が約 3割ある 

○整備費 維持管理費 増大

○      路線 見直 
○自転車走行空間整備       見直 
○自転車走行空間整備 実行計画 作成

とめる 
駐輪 
計画 

○利用 集中  駐車場 空    駐輪場
が存在 

○古町地区  依然   路上 放置自転車
が多い 

○用地制約     新  駐輪場整備 難
しい 

○需要      駐輪場     停 存
在 

○駐輪場 利用率向上 適正利用 促進 
○利用    場所  駐輪場整備に向けた
用地の確保（交通事業者、商店街、交通
管理者等  連携）

○公共交通機関等 結節  位置 駐輪場
を整備 

しくみ 
放置 
自転車 
対策 

○撤去自転車 依然   多 
○駐輪場    長期 放置自転車 多 
○     可能 自転車 減少

○放置禁止区域の拡大、撤去の強化 
○長期放置自転車削減 向  取 組  
実行 

○リサイクルの推進 向  取 組  実行

まもる 
啓発 
活動 
計画 

○自転車    浸透度 低 
○過度     利用
○健幸都市づくりの推進 

○自転車利用    認知度向上 実行度
向上 

○自転車利用 促進
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第5章 自転車利用環境計画 基本方針
（1）自転車利用環境計画     

（2）自転車利用環境計画 基本方針

歩行者、自転車、自動車が安全で安心して 
共存できる道路空間を構築する 

自転車利用環境計画のビジョン

歩行者に十分配慮し、環境問題や健康増進、更にスポーツ

面からも有効な交通手段として活用を期待できる、自転車

を活かしたまちづくりを進めるため、歩行者、自転車、自

動車が安全で安心して共存できる道路空間を構築する。 

【はしる  走行空間計画  
自転車 気軽 楽  “   ”  新潟

＜基本方針＞ 
●自転車 安全 快適 走行   連続  走行空間       形成 図  
●歩行者 安全 第一優先   道路空間 構築   

＜計画の考え方＞ 
●駅 学校 大規模集客施設等 結 自転車利用者 多 主要 道路       路線   設定 
る。 

●自転車 車道 左側通行 基本     新潟市自転車走行空間整備      （以下  新潟市  
      略  ）  基        

●実行計画 基   計画的 整備 実施   
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【とめる  駐輪計画  
自転車     “   ” 歩         新潟

＜基本方針＞ 
●様々 自転車利用者    踏   利用    駐輪場 確保   
●歩行者     安心 安全 快適 歩行空間 確保   
●既設 駐輪場 効率的 活用   

＜計画の考え方＞ 
●交通事業者 商店街 交通管理者等 連携  空 空間 有効 活用     利用    場所  
駐輪場整備 目指  

●自転車利用者 集中  公共交通機関等 結節  位置 駐輪場 整備   
●駅周辺の駐輪場   既存     活用  改良 図      駐輪場 誘導  施策 行  駐輪場
 利用効率向上 適正利用 促進を図る。 

【まもる  啓発活動計画  
    “   ” 自転車 乗 人 快適  人       新潟

＜基本方針＞ 
●歩行者 自転車       対  走行    駐輪    対  意識 向上 図  
●過度     利用  環境     交通手段   自転車利用 転換 図  

＜計画の考え方＞ 
●全  人 対  意識向上 図    年代 属性別      守 理由 含 啓発 行  
●環境     自転車利用 転換 図    自転車利用促進 繋  各種取組 推進   
●人が多い箇所や団体と繋がるような啓発方法を検討し実施していく。 

【しくみ  放置自転車対策  
“   ”     歩行者      風景   込   新潟

＜基本方針＞ 
●都市景観 維持及 緊急時 活動 妨        路上放置自転車 削減   
●駐輪場内 長期放置自転車 削減   
●放置自転車 有効活用  処分費 低減   

＜計画の考え方＞ 
●公共 駐輪場 民間施設 協力  駐輪場 設置 促進       放置禁止区域 拡大  撤去 
強化を図る。 

●駐輪場内 長期放置自転車 削減 向  取組 行  
●撤去自転車 処分費低減 向  取 組  行  
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第6章 施策     立案

 自転車利用環境整備の基本方針を踏まえ、「はしる」「とめる」「しくみ」「まもる」の

それぞれに対して、施策メニューを立案する。

 施策メニューの立案にあたっては、平成 26年 3月の計画改訂時の 22の施策メニュー
に対し、計画の進捗状況や自転車を取り巻く社会情勢の変化を踏まえ、施策メニューの

統合や集約化を行い、実効性があると考えられる 15の施策メニューを立案した。

最重点 最も重点的に取組む項目 
重点 最重点項目の次に重点的に取組む項目 
その他 継続的に取り組む、または必要に応じて検討する項目 

②撤去の強化 重点 
②撤去の強化 重点 

②交通安全教室の開催 最重点 

⑤レンタサイクル 重点 
⑥チラシやHP 等による情報発信 重点 
⑦自転車    作成 配布 その他 
⑧サイクルイベントの開催 その他 

①交通安全教室の開催 最重点 

④シェアサイクリングの推進 重点 
⑤チラシやHP 等による情報発信 重点 

⑥サイクルイベントの開催 その他 
集約

集約

現計画 改訂版 

しくみ 

放置 
自転 
車 
対策 

①放置禁止区域の拡大 最重点 

③放置禁止区域    駐輪場
 有料化 その他 

④ 自転車等駐車場 附置義務
等 関  条例 改正 その他 

⑤自転車等放置防止条例 改正 その他 
⑥撤去自転車       推進 重点 
⑦自転車       推進 その他 

①放置禁止区域 拡大及 駐輪
場 有料化 最重点 

③ 自転車等駐車場 附置義務
等 関  条例 改正 その他 

④撤去自転車       推進 重点 

集約

集約

はしる 

走行 
空間 
計画 

①      路線 自転車走行
空間の確保 最重点 ①      路線等 自転車走

行空間 確保 最重点 

②      路線以外 新築 改
築路線 自転車走行空間 確
保 

重点 

統合

統合

まもる 

啓発 
活動 
計画 

①注意喚起看板等の設置 重点 

③街頭での直接指導 最重点 
④自転車通勤 推進 その他 

②街頭での直接指導 最重点 
③自転車通勤 推進 その他 

とめる 

駐輪 
計画 

①既存駐輪場  誘導 その他 
②新潟駅周辺 駐輪場整備 重点 
③鉄道駅周辺 駐輪場整備
 （新潟駅以外） その他 

④     駐輪場整備 最重点 
⑤上記以外   停付近 駐輪
場整備 その他 

①新潟駅周辺 駐輪場整備 重点 
②鉄道駅周辺 駐輪場整備
（新潟駅以外の JR駅） その他 

③     駐輪場整備 最重点 

④  停付近 駐輪場整備 その他 

集約

集約

統合
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（1）はしる  走行空間計画 
 歩行者の安全を第一優先とし、自転車が安全に快適に走行できる連続した自転車走行空間ネッ

トワークの形成を図るため、施策メニューを立案する。

1）施策メニュー 

表 6-1 走行空間計画 施策メニュー 一覧 
施策 対策項目 重点度 

自転車走行空間 確保 ①      路線等 自転車走行空間 確保 最重点 
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①      路線等 自転車走行空間 確保 ［最重点］ 

＜基本方針＞ 
●自転車 安全 快適 走行   連続  走行空間       形成 図 。 
●歩行者 安全 第一優先   道路空間 構築  。 

A．駅 学校 大規模集客施設等 結 自転車利用者 多 主要 道路       路線   設定 
る。 

実施内容 考え方 

自転車走行空間ネットワーク

路線の再設定

○原則として次の路線はネットワーク路線とする。

 ・駅と高校や住宅街を結ぶ路線

 ・大規模集客施設周辺

 ・大学周辺

 ・自転車通学の多い中学校周辺

 ・自転車通行空間が整備済み路線

 ・新潟シティライドのロングコース設定路線

○実施体制：土木総務課、区（建設課）

B．自転車 車道 左側通行 基本     新潟市自転車走行空間整備        基        
実施内容 考え方 

ガイドラインの策定 ○原則として「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」を踏

襲する。

○ネットワーク路線以外でも、自転車需要が高い路線については、ネ

ットワーク路線に準じた整備を行う。また、整備が完了した路線は、

ネットワーク路線へ追加することを基本とする。

○実施体制：土木総務課、区（建設課）

C．実行計画 基   計画的 整備 実施   
実施内容 考え方 

走行空間を年次計画に沿って

整備

○指標を達成するための実施計画に基づいた整備を実施する。

○予算的な制約があるなか、自転車ネットワークの早期進展を目指

し、矢羽根型路面表示や自転車ナビマークを必要最小限とした暫定

整備を可能とする。

○実施体制：土木総務課、区（建設課）、東西土木事務所、新潟国道

事務所

○実施時期：平成 31年度末まで

次頁以降に自転車走行空間ネットワーク路線を示す。
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■新潟市全体 
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■北区 
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■東区 
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■中央区 
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■江南区 
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■秋葉区 
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■南区 
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■西区 
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■西蒲区 
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2）整備方法 
 新潟市内の自転車走行空間の統一的な整備を図るため、「新潟市自転車走行空間整備ガイドライ

ン」を別途作成した。

 このガイドラインは、「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン（H28.7 国土交通省・
警察庁）」に加え、積雪地域である地域の特性等を踏まえ作成したものである。

 主な自転車走行空間の整備形態は以下のとおりである。

 上記の整備が当面困難な場合、車道通行を基本とした暫定形態により車道上の自転車通行空間

整備を行う。

自転車 
自動車 分離

整備形態 

A 

自動車 速度 
高 道路

構
造
的
な
分
離

自転車道 

B 

A、C 以外 道路

視
覚
的
な
分
離

自転車専用通行帯 

C 

自動車 速度 低  
自動車交通量 
少  道路

混
在

車道混在（自転車 自動車 車道 混在） 
 歩道の  道路    対策例        歩道の  道路    対策例

歩道 自転車道 車道

自
転
車
専
用

歩道 自転車
専用通行帯

車道

歩道 車道 路側 車道

縁石線等 

矢羽根型路面表示

自転車       

自転車       

 自転車専用 路面標示

自転車       

歩行者       
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（2）とめる  駐輪計画 
 自転車利用者のニーズを踏まえ、利用しやすい駐輪スペースの確保や駐輪場への誘導

を行うとともに、駐輪場の整備も行い、路上駐輪の削減につなげるため、施策メニュー

を立案する。

【駐輪場整備の考え方】 

● 駐輪場の需要の動向は、環境、経済、健康など様々な要因が複雑に組み合わされてお

り予測が困難であるため、平成21年現在の駐輪場利用台数や路上駐輪台数を確保する
ことを基本とし、地域の実情を踏まえ必要に応じて見直すこととする。

● 店舗利用の短時間駐輪や通勤・通学の長時間駐輪など、利用者ニーズに合わせた配置

とする。

1）施策メニュー 

表 6-2 駐輪計画 施策メニュー 一覧 
施策 対策項目 重点度 

新  駐輪場 整備
既存駐輪場 有効活用

①新潟駅周辺 駐輪場整備 重点 
鉄道駅周辺 駐輪場整備（新潟駅以外の JR駅） その他 
③     駐輪場整備 最重点 
④  停付近 駐輪場整備 その他 
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①新潟駅周辺 駐輪場整備 ［重 点］ 

＜基本方針＞ 
●様々 自転車利用者    踏   利用    駐輪場 確保  。 
●歩行者     安心 安全 快適 歩行空間 確保  。 

A．交通事業者 商店街 交通管理者等 連携  空 空間 有効 活用     利用    場所  
駐輪場整備 目指 。自転車利用者 集中  公共交通機関等 結節  位置 駐輪場 整備 
る。 

実施内容 考え方 

高架下駐輪場の設置場所の

検討

○設置場所は利用者にとって利便性の高い場所での確保を目指す。ま

た、駅の東側、西側のバランスに配慮する。

○実施体制：新潟駅周辺整備事務所、中央区（建設課）、JR 
○実施時期：新潟駅高架化（平成 33年度予定）まで

高架下駐輪場の整備方法の検

討

○次の内容を整理する。

 ・目標台数（4,500台）の見直し
 ・民間委託による整備是非の検討

 ・有料化の是非

○高架下駐輪場の整備完了まで既存駐輪場周辺の放置自転車対策

（既存駐輪場への誘導等）を実施する。

○実施体制：新潟駅周辺整備事務所、中央区（建設課）

○実施時期：新潟駅高架化（平成 33年度予定）まで
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■新潟駅周辺地区 

石宮公園地下駐輪場

高架下利用    

大規模駐輪場 整備
新潟駅付近連続立体交差事業   
生   高架下      駐輪場 整備

【整備の考え方】 
 新潟駅 立体化事業   生   高架下  
    活用 駐輪場 整備   

 新潟駅周辺 総駐輪台数 
既存駐輪場  駐輪台数 路上駐輪台数 
平日:3、381 台 
休日:3、481 台 

平日:898 台 
休日:844 台 

※平成 21年 7月 14日（火）、25日（土）調査結果 

目標台数 

4、500 台 

石宮公園地下駐輪場
（967台） 

新潟駅南口第1駐輪場
（300台） 

新潟駅

新潟駅周辺 駐輪需要 供給

3481

2608

884

839

計4365

計3447

0 1000 2000 3000 4000 5000

計画策定時
（H21）

現況
（H29）

（台）

市営駐輪台数 放置自転車

収容台数 4、425 台

収容台数 4、300 台
目標台数 4、500 台

仮設第 2駐輪場周辺 路上駐輪

・ 駐輪場整備   放置自転車
対策の実施（既存駐輪場 
改善 誘導 民間駐輪場 連
携、放置禁止区域の指定等） 
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②鉄道駅周辺 駐輪場整備（新潟駅以外の JR駅） ［その他］ 

＜基本方針＞ 
●様々 自転車利用者    踏   利用    駐輪場 確保  。 
●歩行者     安心 安全 快適 歩行空間 確保  。 
●既設 駐輪場 効率的 活用  。 

A．交通事業者 商店街 交通管理者等 連携  空 空間 有効 活用     利用    場所  
駐輪場整備 目指 。自転車利用者 集中  公共交通機関等 結節  位置 駐輪場 整備 
る。 

実施内容 考え方 

駅周辺駐輪場の駐輪実態調査

の実施

○調査結果に基づく駐輪需要を満足する収容台数を確保する。

○実施体制：土木総務課、区（建設課）

○実施時期：平成 30年度末まで（調査）

B．駅周辺 駐輪場   既存     活用  改良 図      駐輪場 誘導  施策 行  駐輪
場 利用効率向上 適正利用 促進 図 

実施内容 考え方 

駐輪場の屋根、ラックの設置

必要箇所の把握

○屋根、ラックが未設置の駐輪場について、駐輪実態調査結果や地域

の声を踏まえ、設置必要箇所を整理する。

○実施体制：土木総務課、区（建設課）

○実施時期：平成 31年度末まで
駐輪場の屋根、ラックの整備

優先度の検討

○調査結果を踏まえ、必要性や予算などから総合的に整備の優先度を

設定する。

○実施体制：土木総務課、区（建設課）

○目  標：平成 31年度末まで
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③     駐輪場整備 ［最重点］ 

＜基本方針＞ 
●様々 自転車利用者    踏   利用    駐輪場 確保  
●歩行者     安心 安全 快適 歩行空間 確保  
●既設 駐輪場 効率的 活用  

A．交通事業者 商店街 交通管理者等 連携  空 空間 有効 活用     利用    場所  
駐輪場整備 目指 。 

実施内容 考え方 

万代地区の駐輪場整備計画の

再整理

○地区全体の駐輪需要に対して収容台数は概ね足りているが、収容台

数を大幅に超過している弁天仮設駐輪場の対策を検討する。

 （道路空間再配分の検討による駐輪スペースの創出など）

○実施体制：土木総務課、中央区（建設課）

○実施時期：平成 30年度末まで
古町地区の駐輪場整備計画の

再整理

○次の理由から当面は整備計画の見直しは行わない。

 ・現況で地区全体の駐輪需要に対して収容台数は概ね足りている。

 ・中央区役所の移転、古町 7番地区第 1種市街地再開発（旧大和）
など大きな需要変化の可能性がある。

 ※完成後に駐輪実態調査を実施し、必要に応じて整備計画の見直し

を実施する。

○路上駐輪の多い古町通 6、7番町の放置自転車対策（既存駐輪場へ
の誘導等）を実施する。

○実施体制：土木総務課、中央区（建設課）

○実施時期：平成 32年度末まで
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■万代地区 

296

566 275

554

33

計850

計874

0 200 400 600 800 1000

計画策定時
（H21）

現況
（H29）

（台）

市営駐輪台数 民間駐輪台数 放置自転車

収容台数 313 台 951 台

目標台数 1、000 台

【整備の考え方】 
 商業施設利用者 利便性 考慮  小規模 
駐輪場 分散  整備         利用者 
  長期 駐輪  自転車 大規模 駐輪場 
誘導する 

【万代地区 総駐輪台数 
既存駐輪場  駐輪台数 路上駐輪台数 

平日:271 台 
休日:296 台 

平日:443 台 
休日:554 台 

※平成 21年 7月 14日（火）、25日（土）調査結果 

目標台数 

1、000 台 

万代自転車等駐車場
（145台）

万代地区自転車駐車場
（168台） 

新潟駅

放置禁止区域

万代地区 駐輪需要 供給

万代地区自転車駐車場 
（道路上 空 空間 活用  駐輪場）

万代自転車等駐車場

万代地区

・ 新  駐輪場整備 検討  
   民間  協力   収容
台数の確保を検討 
・ 既存駐輪場 有効活用   
  既存駐輪場  誘導 啓
発 併  放置自転車対策 
検討 

八千代駐輪場
（108台） H26.12 

弁天仮設駐輪場
（60 台）H26.12 

ラブラ 2
（320台）H28.3 万代シテイ（150台）

H28.3 

市営駐輪場（既設）
市営駐輪場（計画策定時H21 以降整備）
連携    民間駐輪場

      通 対策例
（      物理的       形 ）

誘導看板の設置
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■古町地区 

244

794

1617

715

計1861

計1509

0 500 1000 1500 2000

計画策定時
（H21）

現況
（H29）

（台）

市営駐輪台数 放置自転車

収容台数 324 台 1546 台

目標台数 2、000 台

【整備の考え方】 
 商業施設利用者 利便性 考慮  小規模 駐
輪場 分散  整備       通勤通学 目的 
  長時間駐輪  自転車 大規模 駐輪場  
   商業施設周辺 民間自動車駐車場  道路
上等 駐輪場 誘導   

【古町地区 総駐輪台数 
既存駐輪場  駐輪台数 路上駐輪台数

平日:279 台 
休日:244 台 

平日:1、480 台 
休日:1、617 台 

※平成 21年 7月 14日（火）、25日（土）調査結果 

目標台数 

2、000 台 

西堀通自転車駐車場 多層化（707
台） 
西堀通自転車駐車場（280 台）を多層化し
収容台数を拡大（H25.5 完成） 

新潟市役所

至
新
潟
駅

古町地区

古町地区 駐輪需要 供給

・ 放置自転車 多 古町通6番町、古町通7番
町     既存駐輪場  誘導 啓発 併 
 放置自転車対策 実施（通勤 通学 長時
間駐輪 周辺駐輪場 誘導    等 物理的
 路上駐輪 抑制 児童 専門学校生 絵画
 用  自転車放置禁止路面    貼 付 
等） 

東掘通駐輪場
（168台）H26.5 

本町通 6番町駐輪場
（180 台）H29.12 

西堀通 6番町駐輪場
（100台）H29.3 

古町通 5番町駐輪場
（132台）H26.10 

上古町駐輪場
（155台）H27.9 

市営駐輪場（既設）
市営駐輪場（計画策定時H21以降整備）

上古町 古町通7番町西堀通7番町

誘導看板の設置状況
上古町

路上駐輪 状況

※目標台数については、NEXT21 への中央区役所移転、 
大和跡地再開発   需要変動 踏  見直  行 
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④  停付近 駐輪場整備 ［その他］ 

＜基本方針＞
●様々 自転車利用者    踏   利用    駐輪場 確保  。 
●歩行者     安心 安全 快適 歩行空間 確保  。 

A．交通事業者 商店街 交通管理者等 連携  空 空間 有効 活用     利用    場所  
駐輪場整備 目指 。自転車利用者 集中  公共交通機関等 結節  位置 駐輪場 整備 
る。 

実施内容 考え方 

バス停付近の駐輪場の設置必

要箇所の把握

○現状の自転車利用実態を踏まえ、設置必要箇所を把握する。特に、

鉄道駅がなく、バスが主な交通手段となっている西区、南区の国道

8号沿いのバス停について検討する。
○実施体制：土木総務課、区（建設課）、新潟交通

○実施時期：平成 31年度末まで
バス停付近の駐輪場の整備優

先度の検討

○調査結果を踏まえ、必要性や予算などから総合的に整備の優先度を

設定する

○実施体制：土木総務課、区（建設課）

○実施時期：平成 31年度末まで

【バス停付近の駐輪場整備イメージ】

大通小学校前バス停（南区）

市役所     前自転車駐車場（中央区）
［出典］新潟市 南区方面  利便性向上施策検討協議会資料
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 参考資料 駐輪場 整備形態

①商店街の空き店舗を
活用  駐輪場（新潟市） 

②自動車駐車場 空      
活用  駐輪場（新潟市） 

③地下空間の空きスペースを
活用  駐輪場（新潟市） 

※H20 新潟島地域 自転車（走行＆駐
輪）環境の創出社会実験時の様子 

⑤商業施設敷地内のデッドスペースを
活用  駐輪場（柏市）

⑦公園地下 活用  機械式駐輪場

⑥集中精算型前輪   式 駐輪場
（福岡市） 

④道路上 空 空間 
活用  駐輪場（新潟市）

※H20 新潟島地域 自転車（走行＆駐
輪）環境の創出社会実験時の様子 

※H21 新潟市万代・新潟駅周辺地区におけ
 良質 自転車駐輪環境創出 係  社
会実験時の様子 

[出典]自転車等駐車場 整備   方 関 
るガイドライン 

[出典]自転車等駐車場 整備   方 関 
るガイドライン 

[出典]自転車等駐車場 整備   方 関        
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（3）しくみ  放置自転車対策 
路上駐輪や駐輪場内の長期放置自転車を削減するため、放置禁止区域の拡大や撤去の強化など、

施策メニューを立案する。

1）施策メニュー 

表 6-3 放置自転車対策 施策メニュー 一覧 
施策 対策項目 重点度 

駐輪場 適正利用 推進 ①放置禁止区域 拡大及 駐輪場 有料化 最重点 
②撤去の強化 重点 
③ 自転車等駐車場 附置義務等 関  条例 改正  その他 

放置自転車対策 効率化 ④撤去自転車       推進 重点 



第 6章 施策     立案

56 

①放置禁止区域 拡大及 駐輪場 有料化 ［最重点］ 

＜基本方針＞ 
●都市景観 維持及 緊急時 活動 妨        路上放置自転車 削減  。 
●駐輪場内 長期放置自転車 削減   

A．公共 駐輪場 民間施設 協力  駐輪場 設置 促進       放置禁止区域 拡大  撤去
の強化を図る。 

実施内容 考え方 

新潟駅南口地区、古町地区、

万代地区の放置禁止区域の指

定時期や範囲、規制時間を協

議

○地区内の駐輪場を確保した後に、地元とも調整を行いながら放置禁

止区域を指定する。

＜新潟駅南口地区＞

・地元との意見交換会を踏まえ、仮設第 2駐輪場付近の放置自転車対
策の実施と併せ、放置禁止区域の指定時期や範囲を設定する。

＜万代地区＞

・地元との意見交換会を踏まえ、弁天仮設駐輪場の駐輪対策の実施と

併せ、放置禁止区域の指定時期や範囲を設定する。

＜古町地区＞

・地元との意見交換会を踏まえ、古町通 6番町、7番町の駐輪対策の
実施と併せ、通勤・通学者のみを対象とした放置禁止区域の指定時

期や範囲、規制時間を設定する。

○実施体制：土木総務課、中央区（建設課）

○実施時期：－

B．駐輪場内 長期放置自転車 削減   
実施内容 考え方 

新潟駅南口地区、古町地区、

万代地区の駐輪場の有料化を

検討

○放置禁止区域指定範囲内の駐輪場を対象として有料化について検

討する。

○実施体制：土木総務課、中央区（建設課）

○実施時期：放置禁止区域の指定まで

●放置禁止区域における駐輪場の有料化 

 現状の有料駐輪場（石宮公園地下自転車駐車場）や他都市の有料駐輪場の課題を踏まえたうえで、

路上駐輪の撤去を行う放置禁止区域を対象に駐輪場の有料化について検討を進める。

●有料化の主なねらい 

・長期放置自転車の抑制による駐輪場利用の適正化

・受益者負担による不公平感の緩和やより利便性・安全性の高い駐輪場の整備
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②撤去の強化 ［重 点］ 

＜基本方針＞ 
●都市景観 維持及 緊急時 活動 妨        路上放置自転車 削減  。 
●駐輪場内 長期放置自転車 削減  。 

A．公共 駐輪場 民間施設 協力  駐輪場 設置 促進       放置禁止区域 拡大  撤去
の強化を図る。 

実施内容 考え方 

放置禁止区域内の放置自転車

の撤去の継続実施

○新潟市自転車等放置防止条例に基づき、放置禁止区域内の放置自転

車の撤去を行う。

 ・警告札取付けの 1～2時間程度後に撤去する。
 ・撤去回数は、H27 年度より撤去回数を増加したことで放置自転
車が大幅に減少していることから現在の水準を維持する。

○実施体制：中央区（建設課）

○実施時期：毎日

B．駐輪場内 長期放置自転車削減 向  取組 行 。 
実施内容 考え方 

駐輪場内の放置自転車の撤去

の継続実施

○新潟市自転車等駐車場条例および新潟市自転車等放置防止条例に

基づき、市営駐輪場内の放置自転車の撤去を行う。

 ・警告札取付けの 7日程度後に撤去する。
 ・撤去回数は年 1回を基本とする。
 ※パトロールや市民からの通報などで発見した場合は、条例に基づ

き撤去を行う。

○実施体制：区（建設課）

○実施時期：毎年夏頃まで

今後使用予定のない駐輪場内

の長期放置自転車を啓発し発

生を抑制

○駐輪場への自転車の乗り捨てに対する啓発活動を実施する。

○実施体制：土木総務課、区（建設課）

○実施時期：毎年 3月頃（学校卒業時期）
今後使用予定のない駐輪場内

の長期放置自転車の再利用す

る仕組みを検討

○今後使用予定のない自転車がある場合、利用者から自転車再利用取

扱業者（レンタサイクル事業者、自転車軽自動車商組合を想定）

へ連絡し、直接無償譲渡してもらう仕組みづくりを行う。

○実施体制：土木総務課、区（建設課）

○実施時期：平成 30年度末まで

●撤去の緩和処置制度を検討 

体が不自由等特別な理由があ

り、駐輪場から目的施設へ徒歩で

向かうのが困難な方に対して、撤

去対象から除外する仕組みを検

討する。

＜広島市 事例＞
◆対象者：身体 障害    長距離 歩行（300m程度 連続歩

行） 駐輪場      階段 通常 昇降 困難 認  
れる方で次のいずれかに該当する方

（1） 次 掲  身体障害者障害程度等級表 該当  方
下肢、体幹、移動機能、心臓機能、じん臓機能、呼吸器機能の
障害

（2） （1）以外 方  症状 固定    病気    歩行 困難
であることが、医師の診断書により確認できる方

◆実施方法：上記の認定者 交付  右 認定    自転車 原動
機付自転車 貼付        対象自転車 原動機
付自転車 把握  撤去 対象  除外    
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③ 自転車等駐車場 附置義務等 関  条例  改正 ［その他］ 

＜基本方針＞ 
●都市景観 維持及 緊急時 活動 妨        路上放置自転車 削減  。 

A．公共 駐輪場 民間施設 協力  駐輪場 設置 促進       放置禁止区域 拡大  撤去
の強化を図る。 

実施内容 考え方 

民間施設の駐輪場の適正な附

置義務の整備台数を設定

○過去に附置義務で設置した民間駐輪場の利用実態調査を実施し、収

容台数の拡大だけではなく、縮小も含めて適正な駐輪台数を設定す

る。

○実施体制：土木総務課

○実施時期：平成 30年度末まで

【附置等改正の計画イメージ】 
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④撤去自転車       推進 ［重 点］ 

＜基本方針＞ 
●放置自転車      促進 処分費を削減する。 

A．撤去自転車 処分費低減 向  取 組  行 。 
実施内容 考え方 

リサイクルの継続実施 ○公用車、レンタサイクルとして活用する。

○自転車軽自動車商組合に無償譲渡し一般販売する。

○実施体制：区（建設課）

○実施時期：毎年度末まで

保管自転車の品質劣化防止策

の検討

○品質劣化防止のため、次の方法を検討する。

 ・6ヶ月間の保管期間の短縮（新潟市自転車等放置防止条例実施要
網の改正）。

 ・今後使用予定のない自転車がある場合、利用者から自転車再利用

取扱業者へ連絡し、直接無償譲渡してもらう。【再掲】

 ・当初からリサイクルの可能性のある自転車は、屋内保管やブルー

シート等で覆うことにより劣化を防ぐ。

○実施体制：土木総務課、区（建設課）

○実施時期：平成 30年度末まで
処分自転車の売却方法の再検

討

○単価契約として業者に売却を行っているが、鉄くず価格の変動によ

り、鉄くず費としての収入と運搬費・廃タイヤ処分費の支出のつり

あいが取れなくなることがあり、安定して有価化することができな

い。このことから、自転車買取に特化した県外業者との契約も含め、

売却方法を再検討する。

○実施体制：土木総務課、区（建設課）

○実施時期：平成 30年度末まで

【保管期間短縮の計画イメージ】 
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（4）まもる  啓発活動計画 
適正な自転車利用を促進するために、既存の施策を継続及び見直しながら、年代や属性にあわ

せたわかりやすい啓発となる施策メニューを立案する。また、環境にやさしい交通手段へ市民一

人一人の「移動」が変化するような情報提供などの施策メニューを立案する。さらに、啓発活動

の実施にあたっては、自転車利用のメリットを同時に伝えられるよう配慮する。

1）施策メニュー 

表 6-4 啓発活動計画 施策メニュー 一覧 
施策 対策項目 重点度 

自転車利用 関      意識啓
発  

①交通安全教室の開催 最重点 
②街頭での直接指導 最重点 

自転車 利用促進 ③自転車通勤 推進 その他 
④シェアサイクリングの推進 重点 

自転車利用 関      利用促
進に向けた情報発信 

⑤チラシや HP等による情報発信 重点 
⑧サイクルイベントの開催 その他 
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①交通安全教室の開催 ［最重点］ 

＜基本方針＞ 
●歩行者 自転車       対  走行    駐輪    対  意識 向上 図 。 

A．歩行者 自転車       対  走行    駐輪    対  意識 向上 図 。 
実施内容 考え方 

幼稚園・保育園、小学校での

活動の継続実施

○幼稚園・保育園、小学校での実施率は 90%前後と高い水準で推移
しており、継続して実施していく。

○幼稚園・保育園では、歩行者目線で自転車の動きに注意することを

教える。

○小学校では、自転車の基本的な走行ルールを教えるとともに、歩道

を走行するときのルールも教える。

○実施体制：市民生活課、区（総務課）

○実施時期：毎年度末まで

中学校・高校での活動の継続

実施・拡充

○中学校の実施率は増加傾向であるが、未だ 40%と低いことから実
施率向上を図る。

○中学校では、車道走行が基本ルールであることの再認識をしてもら

う。

○高校では警察と連携し、実技指導やスケアード・ストレイト教育法

（恐怖を実感し、それにつながる危険行為を未然に防ぐ教育手法）

による事故の疑似体験を通じた交通安全教室を行う。

○実施体制：市民生活課、区（総務課）

○実施時期：毎年度末まで

地域住民（特に高齢者）に対

する活動の継続実施

○高齢者に対しては毎年 100回前後の交通安全教室を開催しており、
今後も継続的に実施していく。

○高齢者は、座学のほか、参加・体験・実践型の交通安全教育を推進

し、「交通事故に合わない、起こさない」という意識を一人ひとり

に普及させる。

○実施体制：市民生活課、区（総務課）

○実施時期：毎年度末まで

交通安全教室 学校での 
シミュレータによる学習 

スケアード・ストレイト 
自転車交通安全教室 
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②街頭での直接指導 ［最重点］ 

＜基本方針＞ 
●歩行者 自転車       対  走行    駐輪    対  意識 向上 図 。 

A．人が多い箇所や団体と繋がるような啓発方法を検討し実施していく。 
実施内容 考え方 

街頭指導場所及び指導方法の

設定

○走行ルールに対する指導は、学校前や自転車事故が起こった箇所な

どから街頭指導場所を選定し、各期の交通安全期間の実施内容の一

つとして計画する。

○路上駐輪に対する指導は、路上駐輪が多い場所などから街頭指導箇

所を選定し、周辺駐輪場の場所と利用方法などを案内し、誘導を図

る。

○駐停車・荷捌きのドライバーに対して、自動車の走行に関する自転

車への配慮、ルールを周知し、自転車が優先であることを認識する

よう指導する。

○実施体制：土木総務課、区（総務課・建設課）、市民生活課

○実施時期：各期の交通安全期間の実施計画策定まで

街頭指導（新潟市中央区） 高校生による啓発ステッカーの貼付 
（新潟市中央区） 

街頭指導（新潟市中央区）街頭指導（新潟市南区）
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③自転車通勤 推進 ［その他］ 

＜基本方針＞ 
●過度     利用  環境     交通手段   自転車利用 転換 図 。 

A．環境     自転車利用 転換 図    自転車利用促進 繋     活動 行 。 
実施内容 考え方 

通勤時の自転車利用促進策の

継続実施

○次の施策を継続実施する。

 ・にいがたエコ通勤チャレンジサイト（H24～）
 ・エコモビ推進運動（H28～）
 ・バス＆サイクルライドの推進として、バス停付近の駐輪場整備す

る。

○実施体制：都市交通政策課、環境政策課、土木総務課

○実施時期：平成 31年度末まで

●マイカー通勤から自転車通勤へ 

 企業にとって、マイカー通勤には駐車場の確保や排気ガスや騒音による近隣からの苦情など、抱

える問題も多い。また、通勤時の交通渋滞も都市交通の大きな問題の１つとなっている。こういっ

た問題に対し、企業側が自転車通勤を奨励することで解決につながり、またエコ企業としてイメー

ジアップになる。

●環境への影響、健康維持の効果を実感 

 自転車で走った距離に応じて、車で走った際の CO2 排出量を計算する。みんなでどのくらいの

CO2排出抑制に効果があったかを実感する。また、消費カロリーなど健康面への効果も実感できる

ものとする。

●サイクル＆ライド 

 最寄りの駅やバス停まで自転車で移動し、そこから公共交通機関を利用し目的地へ向かう、サイ

クル＆ライドを促進するとともに、自転車利用マナー・ルールの意識向上を図る。

【にいがたエコ通勤チャレンジサイト H24  

【エコモビ推進運動 H28  

・エコ通勤のきっかけづくり
 過度     依存   転換 促    
ンティブを付与 
 日々   通勤情報 入力   環境 健
康 対  貢献度（CO２削減量     
消費量） 見  化
・参加者同士のランキング表示 
・スタンプラリーなどのスポット企画を実施 

エコ モビリティ ライフ（エコモビ）とは？
「エコ モビリティ ライフ（エコモビ）」とは、環境
の「エコ」、移動の「モビリティ」、生活の「ライフ」
     言葉  電車   等 公共交通
機関 自転車 徒歩 自家用車 社用車 
どをかしこく使い分けて、環境にやさしい交通
手段 利用             言  
す。 

「エコモビ推進運動」登録者に実践していただきたい取組みの一つとして、
「自転車 徒歩通勤 奨励」を挙げている。 
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④シェアサイクリングの推進 ［重 点］ 

＜基本方針＞ 
●過度     利用  環境     交通手段   自転車利用 転換 図 。 

A．環境     自転車利用 転換 図    自転車利用促進 繋     活動 行 
実施内容 考え方 

観光目的のレンタサイクル事

業の継続実施

○観光を目的に各区で展開しているレンタサイクル事業を継続的に

実施していく。

○実施体制：区の事業担当課、にいがたレンタサイクル

○実施時期：平成 31年度末まで
企業参入型のコミュニティサ

イクルの導入の促進

○一定の地域内にサイクルポートを設置し、自由に貸出・返却ができ、

IoT※を活用した利用者にとって利便性の高いシステムの構築を図
る。

※「Internet of Things」の略で、自動車や家電など身の回りのあらゆるものにインタ
ーネット通信機能を持たせることによって、インターネット経由で情報のやりとりを

行い、自動認識や自動制御、遠隔操作などを行うもの。

○実施体制：土木総務課 or都市交通政策課
○実施時期：平成 31年度末まで

にいがたレンタサイクル 
（新潟市中央区） 

スマートクルーズ 
（新潟市中央区） 

Ｘ

            概念図 

［出典］(公社)日本交通計画協会資料
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⑤チラシやHP等による情報発信 ［重 点］ 

＜基本方針＞ 
●歩行者 自転車       対  走行    駐輪    対  意識 向上 図 。 

A．全  人 対  意識向上 図    年代 属性別      守 理由 含 啓発 行 
実施内容 考え方 

ポスター、チラシ、ホームペ

ージ、SNS、広報誌、マスコ
ミ等による情報発信の継続実

施・拡充

○媒体ごとに情報発信したい対象や内容、更新頻度などを体系的に整

理し、計画的に情報を発信する。

○特に、今後はドライバーに対する啓発も強化する。

○自動車学校や運転免許センターでの自転車走行ルールに対する啓

発

○ドライバーに自転車とのすれ違い時に安全な距離を保ってもらう

ため、おもいやり 1.5m運動を推進（シール配布、バスラッピング
等）

○実施体制：土木総務課

○実施時期：平成 31年度末まで

B．人が多い箇所や団体と繋がるような啓発方法を検討し実施していく 
実施内容 考え方 

自転車購入店での啓発チラシ

配布の継続実施

○自転車購入時に、保険の加入促進や自転車安全利用五則についての

チラシを配布し、自転車利用者の安全な利用を図る。

○実施体制：市民生活課

○実施時期：平成 31年度末まで
自転車Webマップの作成 ○スマートフォンの位置情報を利用して、自転車走行空間ネットワー

ク路線や注意してほしいヒヤリ箇所、駐輪場の位置がわかる市内全

域のWebマップを作成する。
○実施体制：土木総務課

○実施時期：平成 30年度末まで
注意喚起看板等の設置箇所の

抽出

○過年度の自転車事故発生状況から、次の基準で看板等の設置により

現地での注意喚起を行う箇所を抽出する。

■注意喚起看板等の設置箇所の抽出基準

・過去 5年間で自転車関連の死亡事故が発生している場所
・過去 5 年間で 5 件（年 1 件）以上の自転車関連の事故が発生して
いる場所

・その他、自転車の利用が特に多く事故に対する注意喚起が必要な場

所

○実施体制：土木総務課

○実施時期：平成 30年度末まで

●思いやり 1.5m 運動 

 自動車等の運転者に対し、自転車の側方を通過するときは 1.5メートル以上の安全な間隔を保つ
か、又は徐行していただくよう呼び掛けるもの。
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⑥サイクルイベントの開催 ［その他］ 

＜基本方針＞ 
●過度     利用  環境     交通手段   自転車利用 転換 図 

A．環境     自転車利用 転換 図    自転車利用促進 繋     市民           
活動 行 

実施内容 考え方 

大規模サイクルイベントの継

続実施・拡充

○規模の大きい次のイベントは継続実施及び拡充を図る

・新潟シティライド（ロング、ミドル、ショート）

・新潟ヒルクライム

○実施体制：スポーツ振興課

○実施時期：毎年秋頃まで

区のサイクルイベントの実施

の検討

○江南区の取り組みをモデルケースに、各地域の魅力を活かしたサイ

クルイベントの開催を検討する

○実施体制：区（事業担当課）

○実施時期：毎年秋頃まで

自転車に親しみを感じてもら

うイベントの継続実施・拡充

○親子の自転車乗り方教室の継続実施及び拡充を図る

・小学校低学年の自転車に乗れない児童を対象に、自転車の乗り方に

ついて指導し、併せて保護者に対して交通ルールを再確認してもら

う

○実施体制：市民生活課

○実施時期：毎年秋頃まで

新潟ヒルクライム

江南区区   自転車交流会

新潟シティライド

親子自転車乗 方教室の開催 
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第7章 計画推進に向けた体制と方法 

（1）評価指標 
 計画の推進にあたっては、具体的な施策の進捗や効果を的確に把握するために、単に

自転車走行空間の整備延長などの外形的な「アウトプット指標」だけでなく、施策実施

による効果が市民や自転車利用者等により実感できるような「アウトカム指標」を設定

し、計画の評価・見直しを行いながら進めていく。

1）アウトプット指標（活動指標） 
 最重点項目についてアウトプット指標を設定し、目標達成を目指す。

表 7-1 アウトプット指標（活動指標） 

最重点項目 指標 
計画 
策定時 

（H21 年度）

前回 
計画改訂時 
（H24 年度）

現況 

（H29 年度）

目標 

（H31 年度）
備考 

はしる 
走行 
空間 
計画 

①ネットワーク 
路線等 
自転車走行
空間の確保 

自転車走行 
空間の整備 
延長 
(整備率) 

－
6.4km 
（2%） 

64.3km 
（18%） 

？km 
（？%） 

ネットワーク  
路線延長：
355km 

とめる 
駐輪 
計画 

③まちなかの 
駐輪場整備

駐輪場 
収容台数 
(整備率)

古町 
地区 

324 台 
（16%） 

804 台 
（40%）

1,546 台 
（77%） 

？台 
（？%） 

目標： 
2,000 台 

万代 
地区 

313 台 
（31%） 

313 台 
（31%）

951台 
（95%） 

？台 
（？%） 

目標： 
1,000 台 

しくみ 
放置 
自転車
対策 

①放置禁止 
区域の拡大 
及 駐輪場
 有料化※1

－ － － － －

まもる 
啓発 
活動 
計画 

①交通安全 
教室の開催
※2

－ － － － －

②街頭での 
直接指導 

1 年 1 回以上 
啓発活動を実施 
する整備済み 
路線数 

1 路線 1 路線 8 路線 ？路線

※1：①放置禁止区域の拡大は、地元関係者との協議等により区域設定を検討していく。
※2：②交通安全教室は、新潟市以外にも多数取り組んでおり、正確な開催数の把握が困難であるため指標から除外し

た。

検討中
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2）アウトカム指標（成果指標） 
 自転車利用環境計画を推進し、目標達成を目指す。

 また、市政世論調査の満足度アップを目指す。

表 7-2 アウトカム指標（成果指標） 

指標 
計画 
策定時 

（H21 年度）

前回 
計画改訂時 
（H24 年度）

現況 

（H29 年度）

目標 

（H31 年度）
備考 

自転車分担率 － 9.1% 
（H23年度）

7.5% 
（H28年度）

新潟市内都市交通
特性調査 

自転車事故 742 件 
（H21年）

564 件 
（H24年）

319 件 
（H28年）

交通年鑑 新潟県
警察資料   

通行区分 
順守率 － 10% 44% ？% 

主要8路線 整備
前後の調査を比較 

路上 
駐輪 
台数 

古町 
地区 

1,617台 
（H21年度）

－ 794 台 
（H29年度）

約？台 
（約？割減）

路上駐輪台数調査
の比較 

万代 
地区 

554 台 
（H21年度） 

－ 33台 
（H29年度） 

約？台 
（約？割減）

路上駐輪台数調査
の比較 

新潟市自転車利用環境計画

はしる
走行空間
計画

とめる
駐輪計画

しくみ
放置自転車
対策

まもる
啓発活動
計画
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（2）取り組み体制 
 計画内容が具体的に推進するように、関係者と連携・協力し、取り組みを実施してい

く体制とする。

対策項目 計画 実施 協力 

は
し
る

走
行
空
間

①      路線等 自転車
走行空間 確保

・土木総務課 
・新潟国道事務所 
 道路計画課
・新潟駅周辺整備事 
務所 

・新潟国道事務所 
・各区建設課 
 東西地域土木事務
所 
・新潟駅周辺整備事
務所 

・新潟国道事務所 
・新潟県警 
・交通事業者 等 

と
め
る

駐
輪
計
画

①新潟駅周辺 駐輪場整備

②鉄道駅周辺 駐輪場整備
（新潟駅以外の JR 駅） 

・新潟駅周辺整備事
務所 

・土木総務課 
 道路計画課

・各区建設課 
 東西地域土木事務
所 
・新潟駅周辺整備事
務所 等 

・新潟県警 
・交通事業者 
・自治会 ・商店街 
等 

③     駐輪場整備 ・土木総務課 
・都市交通政策課 
・各区建設課 
・各区地域課 等 

④  停付近 駐輪場整備

し
く
み

放
置
自
転
車
対
策

①放置禁止区域の拡大及び
駐輪場 有料化

②撤去の強化 
③ 自転車等駐車場 附置義
務等 関  条例 改正 

④撤去自転車       推
進 

・土木総務課   ・各区建設課 ・新潟県警 
・自治会・商店街 
 自転車店
・大学 等 

ま
も
る

啓
発
活
動
計
画

①交通安全教室の開催 
②街頭での直接指導 

・市民生活課 
・土木総務課 等 

・市民生活課 
・土木総務課 
・都市交通政策課 
・各区総務課 
・各区建設課 等 

・新潟県警 
・自治会 
・自転車関係団体
等 ③自転車通勤 推進 ・都市交通政策課 

・環境政策課 
④シェアサイクリングの推進 
⑤チラシや HP 等による情報発
信 

⑥サイクルイベントの開催 

・各関係機関 
(連携して進める) 
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（3）計画の推進体制 
 「新潟市自転車利用環境計画」の推進は、市民、学識者、交通事業者、関係機関、行

政からなる「新潟市自転車利用環境推進委員会」が中心となり、毎年度もしくは、一定

期間ごとに計画の進捗状況や評価指標における効果等を把握し、計画内容の改善や施策

の重点化を図りながら、継続的に計画を推進していくものとする。

新潟市
自転車利用環境 
推進委員会 

市 民

関 係
機 関 

学識者

交通
事業者 行 政

新潟市自転車利用環境計画 推進体制
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（4）計画の評価 

1）計画評価のサイクル 
 本計画を計画的に推進し、内容の改善を図るためには、取り組みをしっかりと実施し

た上で、その状況の把握、進捗管理を行うとともに、本計画の目的が達成されるよう、

取り組みの評価を行い、その評価や市民からのニーズ、社会情勢の変化等を踏まえ、そ

の後の計画に反映していく必要がある。

 本計画の検証方法として、下記のように PDCAサイクルを導入し、「新潟市自転車利用
環境推進委員会」により、確実な進捗管理を行い、継続的な計画の推進を図る。

【施策の PDCA サイクル】 

 各アウトプット指標について、フォローアップ調査を行いながら計画をすすめ、当面

の目標年である平成 31年度末までには「新潟市自転車利用環境推進委員会」を開催し、
中間評価を行うことを予定する。

【フォローアップ調査・計画】

アウトカム指標 
（成果指標） 

調査方法 年度 備考 
H30 H31 

自転車分担率 新潟市内都市 
交通特性調査 

   次回は 
H33 を予定 

自転車事故 交通年鑑 
新潟県警察資料 

通行区分順守率 交通量調査     

路上駐輪台数 路上駐輪調査     

市民満足度 市政世論調査     

Plan
取り組みの方針や取り組み内容を示す本計
画を策定する。 

Do
計画に基づき、市民 関係事業者及 行政
    各主体  相互 連携 協力  各
種の取り組みを実施する。

Act
取 組  評価 市民      等 踏 
  翌年度以降 計画 反映 改善   

Check
計画等 取 組 状況 把握  進捗管理
 行      計画 目的 達成     
取 組  評価 行  

新
潟
市
自
転
車
利
用
環
境

推
進
委
員
会
（
最
終
評
価
）

予定 


